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1．はじめに一課題と方法一
　本報告の目的は，旧ソ連諸国のうちの3力国，ロシア（ヨーロッパ系の代表），カザフスタン（中
央アジア5力国の代表），リトアニア（バルト3国の代表）の企業システムの比較の一環として，
リトアニアの企業システムについて予備的な検討をしようとするものである。
　ここで企業システムとは，基本活動，目標組織環境との相互作用の4つをサブシステム
としてとらえられた企業の存在様式を指すものとする（加藤［2006］12頁）。
　筆者は前稿（加藤［2007］）において，3力国の企業システムの比較分析のための予備的
考察を提示した。その後，2006年8－9月にリトアニア（主として首都ヴィリニュス）を，
2007年9月にカザフスタン（首都アスタナとアルマトィ）を訪問し，現地調査を行った。
　これらを踏まえた結果，3力国の企業システムの比較を行うためには次の4点を比較の軸と
することが適切と考えられる。
　（1）移行の出発点：歴史・文化，社会状況，経済（制度，構造），企業システム。市場経済
移行の出発点，つまり1990年代末ごろの時点で，3力国の社会，経済企業はどうであったか？
同じ旧ソ連諸国ではあっても，移行の出発点は3力国である程度異なっていた。
　（2）移行下の企業の外部環境の変化：社会状況，経済状況経済システム。市場経済移行
期に企業の外部環境はどのように変化してきたか？
　（3）移行下の企業システムの変化：基本活動，目標，組織，環境との相互作用。市場経済
移行期に企業システムはどのように変化してきたか？
　（4）移行の現状：企業システムの特徴。
　すなわち，3力国の移行前，移行下，現状を，企業の外部環境と企業システムの両方から検
1本稿は，日本比較経営学会大会（2009年）での筆者の報告に加筆・修正したものである。
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討することにより，企業システムの全般的特徴をそのマクロ的形成要因とともに明らかにしよ
うとする。
　とはいえ，どの国・社会においても，企業の在り方は一様ではない。ある国・社会の企業の
平均的特徴のようなものを指摘することはできるとしても，国際化・グローバル化が進んでい
る今日，国による企業の差異よりも，むしろ個別企業間の差異のほうが大きい。そこで，3力
国の代表的といわれる企業の事例を取り上げて，その実態を明らかにし，平均的特徴との異同
を検討することにより，各国の企業システムの理解をより深めることが必要と思われる。
　このような比較の方法を取ることとし，本稿ではまずリトアニアの企業システムについて予
備的な検討を行い、今後の研究課題を明らかにしようとする。
　また，2008年秋から世界金融危機の影響を受けて，状況が急変しているが，これについては，
「おわりに」において簡単に触れる。
2．リトアニアの企業システムの移行と特徴
（1）移行の出発点
　リトアニアは中世にリトアニア王国の歴史をもつが，その後，リトアニア＝ポーランド王国
の一部となり，ポーランド分割でロシア帝国の支配下におかれた。第1次世界大戦後独立す
るが，第2次世界大戦直前にソ連の軍事的侵攻下でソ連編入を強制された。したがってソ連時
代は，リトアニアの多くの国民にとって，ロシア人に社会主義を強制された時代であった。リ
トアニアはソ連の計画経済体制に完全に組み込まれる中で，工業発展を遂げた。小国として他
のソ連共和国との貿易への依存度が極めて高かった。天然資源はほとんどない。
　リトアニアの企業は，ソ連社会主義企業の特徴をよく示しており，特に大企業は直接，モス
クワの連邦政府の管理下にあった（志摩［2004］，Arkadie　and　Krisson［1992］）。
（2）企業の外部環境の変化
　リトアニアは他の共和国に先駆けて連邦からの独立を宣言し，1991年9月に独立した。ソ
連への経済的依存から脱却し，同時に急速に市場経済化を移行するという社会的コンセンサス
が形成された。貿易依存度の高さも手伝って，市場経済化による経済混乱は大きく，1994年
までは深刻な経済後退が続いたが，1995年からプラス成長に転じた。2004年のEU加盟の効
果もあり，最近まで高成長を続けている（図1）。市場経済化と外資導入の相乗効果が生まれ
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たといえる。
　経済システムの移行状況をEBRDの移行指標でみると，大企業民営化，小企業民営化，価
格自由化貿易・外為制度については，高レベルの移行が完了している。相対的に遅れている
のは，ガバナンスと企業リストラクチャリング，インフラ改革である（図2）。
（3）企業システムの変化：基本活動，目標，組織環境との相互作用
　企業システムは全体として市場経済に即したものに転換してきた。
　EBRDが指摘する上記の遅れは，いずれも企業システムにかかわるものである。まず，ガ
バナンスについては，株主権保護と公開性が不足しているといわれる（R．W．　McGee，2009，　pp．
307－310）。株式所有が集中していること，大企業であっても株式が公開されていないものが多
いことがその背景にあると考えられる。リストラクチャリングは，相対的に発展の遅れた地域
で課題となっているといわれる（EBRD，　Transition　Report，2005，　p．154）。インフラの大部分
が民営化されていない。とくに問題になっているのは電力である。Ignalia原子力発電所が安
全性への懸念から停止を予定されているなかで，2008年初めにリトアニア電力（LEO）とい
う電力独占体が形成され，国がその株式の61．7％を所有している。競争と市場原理が必要と指
摘されている（EBRD，　Transition　Report，　2008，　p．148）。
　環境との相互作用に関しては，社会主義時代の企業と国家との指令・服従関係は消えた
が，行政・司法の欠陥，汚職が企業の正常な活動の阻害要因となっている（EBRD，　Transition
Report，2005，　p．154）。
（4）移行の現状：企業システムの特徴
　リトアニアの企業システムをロシア，カザフスタンのそれと比べると，全体的に市場経済に
適したものへの転換がより進んでいるといえる。その背景として，社会主義的アイデンティティ
が形成されていなかったこと，小国のため貿易依存度が高かったこと，EU加盟をめざしそれ
を果たしたことなどがあげられる。しかし，なお株式所有構造，公開性に問題があり，インフ
ラ改革が遅れており，汚職の影響があるなどの問題も残っている。
　EIUの民主化度調査（2008）では世界42位に位置付けられており，選挙制度や市民的自由
などフォーマルな分野では民主的だが，政府の機能，政治参加，政治文化などインフォーマル
な分野での民主化が遅れているとされている（http：／／www．eiu．com／）。世界銀行の企業調査
（2005）でも，役人への「袖の下」が必要と考える企業が44．6％（OECD平均では12．6％），税
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務官への贈り物が必要と考える企業が31．9％（OECD平均では28．3％）に達している
（https：／／www．enterprisesurveys。org／）。
　ジニ係数も0．36（2005年）と比較的高く
（http：／／www．eurofound．europa．eu）。
所得格差が大きい
3．企業の事例
以上のことを，リトアニアの3大企業（Lithuanian　Development　Agency，2007，　p．8）で，
より具体的に確認してみよう。3大企業とは次のものである。
（1）Mazeikiu　Nafta
　バルト地域最大企業であり，石油製品の売買，精油に従事。ソ連時には国営企業であり，シ
ベリアからパイプラインで送られてくる石油を精製し，Klaipeda港からバルト諸国や西側諸
国に輸出していた。現在もほぼ同様で，リトアニア最大の輸出企業。独立後に民営化され，米
国の会社が株式の大半を取得。のちにロシアのYukos社が大株主になった。　Yukos社が解体
された後ポーランドのPKN社が大株主になり，現在にいたる。政府も若干の株式を保有し
ている（図3，4）。
（2）MAXIMA　LT
　バルト地域最大の小売業者。市場経済化初期に，ヴィリニュス大学の医学部の卒業生を中心
とする10人で開業した。スーパーマーケットチェーンをリトアニアのほかにラトビア，エス
トニア，ブルガリアでも展開している。リトアニアでのマーケットシェアは36％。株式公開
はしていない。従業員向けに「何でも考え抜こう」というリベラルな印象の会社基本方針を示
している（図5－7）。
（3）Achemos　Grupe
　化学，ロジスティクス，輸送，エネルギー，マスメディアなどの企業40社以上を傘下に収める。
母体は，ソ連時代からある国有の肥料製造企業Azotas。株式公開はしていない。　B　Lubys会長が
51％の株式を所有。会長は，ソ連時代，Azotasの企業長，のちに首相にもなった（図8－11）。
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4．おわりに
　リトアニア3大企業の事例を，カザフスタン，ロシアの状況と比較してみると次のようなこ
とが注目される。
　Mazeikiu　Naftaについて。リトアニア最大の輸出企業であるが，リトアニア政府はこれを
外資の手に渡すという政策を取った。この政策はロシア，カザフスタンの資源ナショナリズム
政策とは一見，対照的にも見えるが，この企業の石油・天然ガス輸出はロシアからの原料提供
を受けて他のEU諸国に輸出するという対EU・ロシア外交関係と強く結びついたものである
こと，リトアニアの経済規模は小さいことが影響しているといえよう。
　Maximaについて。新興の大規模小売チェーンであり，株式を公開していない。ロシア，カ
ザフスタンでは小売業チェーンはまず外資の参入領域であり，現在でも外資系が強い。民間大
企業が株式公開をしない例は先進国でも多数ある（日本ではサントリーなど）が，ロシア，カ
ザフスタンの場合にも同じような現象がみられる。移行経済では「全能の経営者」が求められ
ていることのひとつの証左である。（加藤［2009］）。
　Achema　Groupについて。旧国有製造企業が民営化され，その後コングロマリットに成長
したものであり，これも株式公開はされておらず，ひとりのノーメンクラッーラ（社会主義時
代のエリート）のコントロール下にある。このような例はリトアニアではそれほど多くないと
思われるが，ロシア，カザフスタンでしばしばみられる事例である。
　2008年秋に始まった世界金融危機はリトアニアにとりわけ強い影響を与えている。2009年
のGDPの成長率は一18．4％となることが予想されており，ロシア，カザフスタンよりもさらに
大幅なマイナス成長の予測である。これは銀行融資の急速な収縮，資産価格の下落，輸出の
低下によるものである。EBRDの予測によると，経済の収縮は2010年も続きそうであり，再
び成長が始まるためには，銀行の与信能力と輸出需要が回復することが必要である（EBRD
［2009］　，p．189）。
　以上の予備的検討から，特に大きな課題として浮かび上がるのは，「（4）移行の現状：企業
システムの特徴について」における分析方法である。「1．はじめに」で示したような企業シ
ステムの分析枠組みは，市場経済下の企業システムと社会主義計画経済の企業システムとの異
同を示すために筆者が考案したものだが，市場経済下の企業システム同士を比較する枠組みと
しては極めて不十分である。たとえば、組織の慣習的特質（上意下達型組織参加型組織ネッ
トワーク型組織など），資金調達方法（直接金融優位、間接金融優位など）などについて，比
較の枠組みを設定する必要があろう。
　市場経済下の企業システム同士を比較するための枠組みとしての，企業システムの分析枠組
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みを検討し，3力国の比較を行うことを今後の課題としたい。
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図1　実質GDP
（注）「平均」はEBRD諸国平均。
図2　リトアニアの移行指標（2008＞
????
????????????????
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（注）「最高」、「最低」は、EBRD諸国中。
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図3　Mazeikiu　Naftaの経営状況（2007）
・従業員　3344名。
・社長Marek　Mのczkowski
・販売先：リトアニア（30％）、西欧（26％）、ラトビア（14％）、エストニア（11％）、
ポーランド（6％）、米国（7％）、ウクライナとモルドバ（6％）。リトァニアの輸出
高の4分の1。
・生産高：ガソリン167万トン、ディーゼル燃料188万トンなど。
・株式所有構造：PKN　ORLEN　90．02％、リトアニア政府（経済省）9，98％。
・ORLENグループ：精油能力は年3170万トン。リトアニア、ポーランド、ドイツ、チ
コに展開。従業員2万3000人、ガソリンスタンド2700。Mzeikiu　Naftaの子会社であっ
たAB　Ventus－NaftaはORLEN　Lietuvaにブランド変更。リトアニア国内に自社スタンド
25とフランチャイズスタンド9。
・PKN社の株式所有構造は、　Nafta　Polska　17．32％、ポーランド政府1020％、その他浮
動株式72．48％。
（出典）同社Annua1　Report　2007。
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図4　Mazeikiu　Naftaの歴史
1964　ソ連石油・化学工業国家委員会、リトアニアに製油所を建設する計画を検討開始。
1970Mazeikaiが製油所建設予定地に決定。
　　Birzai　（リトアニア）を経由するPolotsk－Ve　ntspils（ベラルーシーラトビア）製品
　　パイプライン稼動開始。
1979Polotsk－Birz　ai－Mazeikai（ベラルーシーリトアニアーリトアニァ）原油パイプライ
　　　ンの完成。
1980LK－6Uユニット（気圧調整、触媒加工、水素化、ガス）稼動開始。
1984第2のLK－6Uユニットの稼動開始。
1989KT－1／1ユニット（重燃油真空蒸留、　visbreaking、水素化、触媒破壊、吸収、ガス細
　　分化）の稼動開始。
1995国有企業Naftaが株式会社Mazeikiu　Naftaに改組。約90％の株式は政府の所有にとど
　　まり、残り10％が従業員の間で分配された。
199812月1日、株式会社Mazeikiu　Nafta、　Butinges　Naft　a（Butinge石油ターミナル運営
　　会社）、Naftiotiekis（リトアニア石油パイプライン運営会社）の3社が、後2社が
　　Mazeikiu　Naftaに吸収される形で合併した。
19997月21日、But　inge　Terminal稼動開始。
　　リトアニア政府、MazeikiuNafta、　Williams　lnternationalが協定に署名。　Williams
　　Internationalが33％　の所有者となり、Mazeikiu　Naftaを運営することに。
2000包括的な製油所近代化計画の開始。
20027月18日、リトアニア政府、WiUiams　International、　YUkosが投資協定に署名。　Yukos
　　がMazeikiu　Naftaの株式26，85％を取得。
　　9月19日、YukosがWilliams　lnternationalからMazeikiu　Nafta　の追加の26．85％とそ
　　れに付随する諸権利を取得し、リトアニア政府との1999年の協定におけるwilliams
　　Internationalのすべての権利・義務を継承。
2003年初UAB　MazeikiuNaftaTndingHouse（UABは「閉鎖型株式会社」）が、　AB　Mtkie
　　　Naftaの子会社として、同社製品の販売のために設立。
　　9月　異性化ユニットPENEX稼動開始。
2004貨車現地積み込み施設稼動開始。
2005Mazeikiu　Nafta、　AB　Mazeikiu　Eiektrine（発電所）の過半数株式を取得。
2006PKN　ORLEN（ポーランド企業）がMazeikiu　Naftaの大株主となる。
20078月、FCCガソリン水素化ユニット稼動開始。
（出典）http：／／www．nafta．lt／より作成。
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　図5　VPグループの構造
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MAXIMA　LT，　UABMAXIMA　Latv覇a@　　SIA
M似！MﾓGARIA｝MAXIMA…t…
　　UAB　ERMITAZAS
i建設資材・家具チェーン）
ゴい
｝
MA）qMA　FOOD，”AB
L
［禰囎§囲
　Eurocom
i携帯電話事業） i』（叢響灘ス，
不動産会社く複数）
（出典）http：／／www．maximagrupe．eu／the－structure－of－maxima／より作成。
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図6　MAXIMAグループの小売店網
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MAXIMA MAXIMA
MAXIMA　LT MAXIMA　EestiLatv輯a Bulgaria
初出店の年 1992ごろ 2001 2001 2005
マーケットシェア 36 21 14
（％）
店舗数 221 125 51 31
1日当たり来店数
600，000 270，000
（人）
従業員数（人） 16，000 6，719 2，583 721
年間売上高 6411 2017 946 168
（billion　LTL）
年間売上高 1857 584 274 49
（billion　euro）
Gintaras Arunas Renetas Pavels
社長
Jasinskas，37Zimnickas，31Vaitkevicius，47Filipovs，33
（出典）http：／／www．maximagrupe．eu
図7　MAXIMAグループの基本方針
・スローガン：「何でも考え抜こう」（Everything　tho　ught　through）
・ミッション：
私たちは、地域住民の日常生活上の需要を十分、満足させることにより地域住民に最大
（Ma】dmum）の便宜を提供する。
・ビジョン：
私たちは小売業界のリーダーだ。
・仕事の原則：
　私は顧客のために働く。
　私は迅速に行動し、物事をやり遂げる。
　私は自分と同僚を信頼する。
　私は正直で公正である。
（http：／／www．maximagrupe．eu／about／mission－Vision－work－pr血ciples／）
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図8　Achema　groupの構造
Bronislovasしubys
51覧
UAB　Aohoma　Greup
ロジステックス、輸送、貨物
エネルギー
窒素肥料（Jonava）
．液化炭酸ガス、窒素、酸素．ドライアイス（Jonava）
肥料、植物保護用薬剤、種の生産ならびに農家への販売、貸付（Jonava）
　　　　　　　港湾粟務（Klaipeda）
2006年に完成した新しい石油、化学製晶ターミナルの運営（Klaipeda）
　　　　　　　　荷役、回送．税関申請粟務（Klaipeda）
　　　　　　回送、用船．代理運送業務（Ktaipeds）
マスメディア、印刷、広告
圓
設針、建築、維持管硬
！romas
Sienojus
ホテル、保健、娯楽
AGhema製晶の貨物輸送（Jonava）
トラック、セミトレーラーによる国内外の貨物輸送（Kleipeda）
発電。水力発電所、風力発電所（Jonava）
ソ連時代の東部リトアニアのテレビ局（Vilnius）
　　1991年に設立されたリトアニアで最初の民間ラジオ局（Vilnius）
ラジオ、テレビ広告（Vilnius）
?
弔i紙（valinius）
1923年に設立された印刷会社。新聞、雑誌等の印刷（Silauliai）
　1948年に設立された印刷会社。教科書等の印刷（Kaunas）
2004年に設立された投資・エンジニアリング・コンサルタント会社．。
　　　　　　　とくにゼネコン粟務（Keunas》
1998年に設立された金属製晶の製造、維持管理会社。パイプライン、ボイラ、タービンなど（Jorvava）
建築、修理、改築（Jonava）
ホテル、娯楽センターの運営会社6社を傘下に持つ持株会社（Kaunas）
製菓会社（Sil、uti。i）
1932年に澱粉工場として設立。現在は植物性シロップを生産。3596を輸出（S”sutiai）
リトアニア・スイス合弁企粟。肥料、穀物、化学製晶、その他有害・無害の物質を梱
　　　　包して輸送するためのポリプロピレンの大袋を生産（J6nava）。
リトアニアの企業システム 129・
1998年に設立。Ach6ma　ABの販売代理店。ベルギーとフランスの
　　　　　　市場で肥料を流通させる（Paris）
2004年に設立．冶金粟．石油、天然ガス、化学製品の貿易。ロシア東欧諸国
　　　　　　　　　にパートナー、代理店（Vilnlus）
Achema　ABで製造された硫酸アルミニウムとTempera　UABで製造された陰イ
オン凝集剤を扱う。これらの化学物質の用途は水質浄化（Kaunas，　J。nava）。
Acheme　ABから1998年に分社。Ach。ma　A8の長年の多くの国との取引関係
を利用して．　CIS諸国と栗欧諸国の間での貿易粟務。主として．化学製品、プ
　　　　　　　　ラスチック．その他原料（J。nava）。
1997年設立の自動車保険会社（Vilnius）
Aehemos　Groupの従巣員の教育と、Jenavaの才能ある子供たちの教育
　　　　　　　　　　　　　（Jonava）
リトアニアの主要都市で29企乗と契約（Wlnius）
（出典）http：／／www．maximagrupe．eu／the－structure－ofmaxima／より作成。
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図9　AB　Achemaの歴史
　1965年　アンモニア製造開始。企業設立、リトアニアにおける化学工業発祥。
1968年　メタノール工場稼働開始。
1971年尿素工場稼働開始。
1972年硝酸工場稼働開始。
1973年硝酸アンモニウム工場、尿素フォルムアルデヒド樹脂（UFR）工場、ポリ酢酸
ビニル（PVAD）工場稼働開始。
1989国際肥料工業協会（IFA）加盟
1994年VI（国有企業）Azotas民営化。　AB　Achema設立。
1995年UAN製造開始。
　1997年　欧州肥料製造業者協会（EFMA）委員となる。
　1998年ISO9002に準拠した品質管理システムを導入。
1999年硝酸アルミニウム製造開始。
2000年ISO14001に準拠した環境保護管理システムを導入。
2001年複数の子会社を吸収してAchema　Groupを設立。
2003年CAN製造開始。
2003年Gaschemaを設立。
2004年　流通企業Agrobalticの株式の50％を取得。
2004年EU指令に準拠した独立の肥料試験場が操業開始。
2005年　新しい廃棄物ゼロ技術を導入。
2006年等温アンモニア貯蔵庫稼働開始。
2006年　第2アンモニア工場稼働開始。
2007年BSI（英国規格協会）のOHSASに準拠した労働安全衛生管理システムを導入
（出典）http：／／www．achema．lt
　　　一リトアニアの企業システム
図10Achema・　Group　2006－2008年経営状況
（1）資産
Achema　Gr。up　2006－2008年経営状況
2006 2007 2008
1000LTL1000EURO1000LTL1000EURO1000LTL　　　　　L 1000EURO
Achema　Group2，220，260 643，032，588，661 749，7283，332，887 965，271
Achema　AB540，101 156，424733，527 212，444
KLASCO　AB 371，073 107，470240，542 69，666
その他
（2）売上高
2006 2007 2008
1000LTL1000EURO1000LTL1000EURO1000LTL1000EURO
Achema　Group2．566ρ77 743」873，708，602 tO74ρ855，042，434 1，460，390
Achema　AB871，097 252，2871，439，749 416，980
KLASCO　AB 13，253 3，838 15，236 4，413
その他
（3）投資
2006 2007 2008
1000LTL1000EURO1000LTL1000EURO1000LTL1000EURO
Achema　Group451，449 130，749259，393 75」25 298，028 86，315
（4）従業員数
2006（人） 20q7（人） 2008（人）
Achema　Group5，902 6236 6，416
Achema　AB 1，583 1，632 1，691
KLASCO　AB 821 775 799
その他 3，498 3，829 3，926
＊LTL3．4528＝1EURO
（出典）http；／／www．achemosgrupe」tl　http：／／www．achemlt　KLASCO2008年度財務報告書より作成。
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図11　Bronislovas　Lubysの略歴
1938年　Plunge生まれ。
1957－1963年Kaunas工科大学で勉学。
1964－1971年　国有企業Azotas副職場長。
1971－1985年Azotas技師長。
1979年化学博士候補。
1983－1991年Kaunas工科大学で講師、助教授。
1985－1991年Azotas企業長。
1990－1992年最高会議議員。
1991－1992年副首相
1992年12月2日一1993年3月10日、首相。
1993年化学†専士。
1993－1994Azotas社長。
1993一リトアニア工業家協会会長
1994－AB　Achema社長、取締役会議長。
1999－AB　KLASCO社長、取締役会議長。
2001－UAB　Achema　Group会長
（出典）http：／／www．achema．lt
